
川崎市地域活動支援センター（Ｂ・Ｃ・Ｄ型）運営事業実施要綱 

（直近改正２４川健精保第６６４号平成２５年１月１１日付局長決裁） 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、障害者の福祉の向上を図るため、「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）」第７

７条第１項第４号の規定に基づく地域活動支援センターＢ・Ｃ・Ｄ型（以下「センター」

という。）に関し、「川崎市地域活動支援センターの設備及び運営の基準に関する条例（平

成２４年条例第７３号）」に基づくもののほか、適切かつ健全な運営が行なわれるよう必

要な事項を定める。

 （事業内容） 

第２条 センターは利用者（地域活動支援センターを利用する障害者及び障害児をいう。

以下同じ。）が地域において自立した日常生活または社会生活を営むことができるよう、

利用者に対し主に創作的活動、生産活動の機会の提供や社会との交流促進等の便宜を供

与する。 

 （実施主体） 

第３条 この要綱による川崎市地域活動支援センター運営事業（以下「事業」という。）を

行うことができるものは、社会福祉法人等法人格を有する団体（以下「実施主体」とい

う。）とする。 

 （対象者） 

第４条 事業の対象者は主として市内に住所を有する障害者とする。 

 （事業の基準） 

第５条 事業の実施に関する基準は次のとおりとする。 

 (１) 利用の方法 
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利用者はセンターとの利用契約に基づき利用するものとする。 

(２) 事業実施日数 

事業実施日数は１週間につき、おおむね５日以上とする。 

 (３) 利用者の定員 

  利用定員の上限については各センターで定めるものとするが、原則５人以上とする。 

 (４) 職員配置 

  ① 次にあげる職員を配置しなければならない。 

   一 施設長  １人 

   二 指導職員 ２人以上 

  ② 第１号にあげる職員のうち１人以上は常勤でなければならない。 

  ③ 施設長は、センターの管理上支障がない場合は、当該センターの他の職務に従事

し、又は他の施設等の職務に従事することができるものとする。 

  ④ 施設長は、障害者福祉の増進に熱意を有し、センターを適切に運営する能力を有

する者でなければならない。 

 (５) 利用者負担 

  利用者が負担すべき費用については、利用者の理解と同意を得たうえで、規則等によ 

り明らかにしなければならない。 

（申請） 

第６条 事業を実施しようとする者は、あらかじめ川崎市地域活動支援センター（Ｂ・Ｃ・ 

Ｄ型）運営事業承認申請書（第１号様式）により市長に申請し、承認を受けなければな

らない。 

（助言、指導） 

第７条 市長は実施主体に対し、事業運営に関する助言又は指導を行うことができる。 

（補助） 

第８条 市長は、第６条の規程により承認された実施主体に対して、別に定める川崎市地 



域活動支援センター（Ｂ・Ｃ・Ｄ型）運営事業補助金交付要綱に基づき、必要と認める

補助を行うものとする。 

（帳簿等の整理） 

第９条 事業の実施主体は、作業日誌、利用者の処遇、経理状況、センターの管理運営状

況等必要な帳簿等を整備しておかなければならない。 

（事業の変更） 

第１０条 事業の実施主体は、代表者、事業の名称、事業の所在地等の変更があったとき 

は、速やかに川崎市地域活動支援センター運営事業変更届（第２号様式）により、市長 

に届出を行わなくてはならない。 

（事業の中止及び廃止） 

第１１条 事業の実施主体は、事業を中止又は廃止するときは、その理由を付して、川崎

市地域活動支援センタ－運営事業中止・廃止届（第３号様式）により、あらかじめ市長

に申し出て、承認を受けなければならない。 

 （委任） 

第１２条 本要綱に定めのない事項については、健康福祉局長が別に定めるものとする。 

  附 則 

（施行期日）この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。 

  附 則 

（施行期日）この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

  附 則 

（施行期日）この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 


